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は
実
質
収
支
額
に
相
当
）
が
、
主
た
る
営
業

活
動
か
ら
生
じ
る
収
益
（
主
に
料
金
収
入
）

で
あ
る
「
事
業
の
規
模
」
に
対
し
て
ど
の
程

度
あ
る
か
を
表
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
指
標
が
、
経
営
健
全
化
基
準
以
上
に

な
る
と
経
営
健
全
化
計
画
を
策
定
し
、
経
営

の
健
全
化
を
図
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

水
道
事
業
会
計
・
公
共
下
水
道
事
業
特
別

会
計
は
と
も
に
資
金
不
足
額
が
な
い
た
め
該

当
は
な
く
、
指
標
上
は
い
ず
れ
も
問
題
あ
り

ま
せ
ん
で
し
た
。

水道事業会計・公共下水道事業特別会計（－）

健全団体 経営健全化団体
0％ 20.0％

平成 22年度

実質公債費比率（11.4％）

健全団体 早期健全化団体 財政再生団体
0％ 25.0％ 35.0％

平成 22年度

一般会計等が負担する元利償還金（交付税充当分を除く）と
準元利償還金の標準財政規模に対する比率です。平成 21年
度と比べ 0.7 ポイント改善し、11.4％となりました。

※実質収支、連結実質収支が黒字のため、実質赤字比率、
連結実質赤字比率は「－」で表示。

※資金の不足額がないため、資金不足比率は「－」で表示。

将来負担比率（66.3％）

健全団体 早期健全化団体
0％ 350.0％

平成 22年度

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に
対する比率です。平成 21年度と比べ 15.5 ポイント改善し、
66.3％となりました。

連結実質赤字比率（－）

全会計を対象とした実質赤字（または資金の不足額）の標準
財政規模に対する比率です。平成 21年度と同様に黒字のた
め該当ありませんでした。

健全団体 早期健全化団体 財政再生団体
0％ 19.03％ 35.00％

平成 22年度 参考：連結実質黒字比率…16.15％

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比
率です。平成 21年度と同様に黒字のため該当ありませんで
した。

実質赤字比率（－）

健全団体 早期健全化団体 財政再生団体
0％ 14.03％ 20.00％

平成 22年度 参考：実質黒字比率…7.48％

健
全
化
判
断
比
率
は
基
準
内

　

健
全
化
判
断
比
率
は
、
財
政
の
健
全
化
を

測
る
4
つ
の
指
標
（
実
質
赤
字
比
率
、
連
結

実
質
赤
字
比
率
、
実
質
公
債
費
比
率
、
将
来

負
担
比
率
）
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

　

こ
の
4
つ
の
指
標
の
う
ち
一
つ
で
も
早
期

健
全
化
基
準
以
上
に
な
る
と
「
早
期
健
全
化

団
体
」
に
、財
政
再
生
基
準
を
超
え
る
と
「
財

政
再
生
団
体
」
に
な
り
ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ
、

早
期
健
全
化
計
画
、
財
政
再
生
計
画
を
策
定

し
、
早
急
に
財
政
健
全
化
に
取
り
組
ま
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

４
つ
の
指
標
は
、
い
ず
れ
も
早
期
健
全
化

基
準
を
下
回
り
ま
し
た
。

資
金
不
足
比
率
は
基
準
内

　

資
金
不
足
比
率
は
地
方
公
営
企
業
会
計
に

関
す
る
指
標
で
、
流
動
負
債
か
ら
流
動
資
産

を
差
し
引
い
た
「
資
金
不
足
額
」（
下
水
道

健全化判断比率

資金不足比率

公営企業ごとの資金不足額が、事業の規模に対してどの程度あ
るのかを示すものです。平成 21年度と同様に資金の不足額は
ありませんでした。

　町がどのような事業を行ったかは、
決算書を見れば分かります。この決算
書は、町役場情報コーナーまたは図書
館で閲覧することができます。

決算書を決算書を
見ることが見ることが
できますできます


